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人口減少、少子高齢化が進展している我が国において、比較的公共交通サービスの充実した都市部にお

いても移動困難者の増加も予想されている。移動困難者の中には一人でバス等に乗り降りできる人もいれ

ば、歩行が困難で外出時には必ず介助が必要であるため介護タクシー等による送迎サービスのようなドア

ツードアの交通サービスを必要とする人もおり、移動困難の程度によって必要な交通サービスが異なるも

のと考えられる。 

そこで、本研究では、都市部における移動困難者に着目し、公共交通サービスと自由目的の交通行動と

の関係をPT調査および交通行動調査により分析を行い、個人属性や公共交通サービスによる外出行動への

影響を、比較的公共交通サービスの高い都市部を対象に事例分析を行うこととした。具体的には、自由目

的のトリップとして、特に生活交通として必要不可欠な買物および通院目的のトリップを取り上げている。 
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1. 研究背景・目的 

 

人口減少、少子高齢化が進展している我が国において、

従来から高齢化率は地方部や都市郊外において高い傾向

にあったが、都市部では、地方出身の団塊の世代が都市

にとどまることで、高齢化率とともに高齢者人口の増加

が顕著となっている。そして、今後、都市部においては、

特に高齢者の中でも要介護状態や認知症の人の割合の高

い 75 歳以上高齢者（後期高齢者）の急増することが見

込まれている。 

平成 25 年 9月に厚生労働省が公表した都市部の高齢

化対策に関する検討会報告書では、2010 年から 2025 年

までの 15年間で、後期高齢者の増加数が上位の 6都府

県（東京都、神奈川県、大阪府、埼玉県、千葉県、愛知

県）での後期高齢者の増加数は約 373.4 万人と、この間

の全国の増加数約 759.2 万人の半分程度を占めており、

1995年から 2010年までの 15年間の約 1.5倍のスピード

で増加することが予想されている。 

平成22年に実施された第5回近畿圏PT調査において、

日本の大都市圏では初めて身体的理由による移動制約を

もつ移動困難者に関する項目が設けられた。これをみる

と、比較的交通利便性の高い都市部においても移動困難

者が存在し1)、また近年の都市部における高齢化の進行

に伴って移動困難者の増加も予想される。 

第5回近畿圏PT調査の結果を用いて高齢者や移動困難

者の移動実態を調査した研究として、土井ら2)は高齢者

の自由目的の生成原単位はほかの年代よりも大きく、交

通手段は自動車で近場への買物が多いことを示している。

猪井ら3)は移動が困難な人が含まれる可能性が高い者と

して高齢者、要介護認定者、障害者手帳保有者を挙げて

いる。外出率を比較することで、外出に関する困難を有

する人の様態は後期高齢者よりも移動困難が強い様態で

あり、要介護認定者ほど強い困難の様態ではないと推測

している。 

しかし、移動困難者の、一人でバス等に乗り降りでき

る人もいれば、歩行が困難で外出時には必ず介助が必要

であるために介護タクシー等による送迎サービスのよう

なドアツードアの交通サービスを必要とする人もいる。

移動困難者の困難の様態によって必要される交通サービ

スが異なる。こうした移動困難者に関する既往研究には、

高齢化や公共交通サービスの衰退が問題視されている地

方部や都市郊外地区を対象としたものが多く、都市部を

対象とした研究事例は少なく、まずは都市部における移

動困難者の特徴を明らかにするとともに、都市交通サー

ビスとの対応を考慮し、公共交通サービス水準の検討材

料を提供する必要がある。 

そこで本研究では、公共交通の見直しの検討が進めら

れている大阪市住吉区を対象とし、第5回近畿圏PT調査

データを用いて、自由目的の交通行動実態を小ゾーン単

位で比較を行い、加えて買物通院施設におけるアンケー
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ト調査により公共交通サービスの違いが交通行動に与え

る影響を明らかにすることを目的としている。ここでは、

自由目的のトリップとして特に生活交通として必要不可

欠な買物および通院目的のトリップに着目する。 

 

2. 研究方法 

 

(1) 分析対象都市の概要 

分析対象地である大阪市の住吉区は人口が15.5万人、

高齢化率が26.0%となっており、大部分を住宅地が占め

ている。住吉区は大阪市最南端に位置しており、北は阿

倍野区、西は住之江区、東は東住吉区、南は大和川を隔

てて堺市と隣接している。 

地区内の公共交通サービスは、鉄道網として大阪市営

地下鉄（御堂筋線：2駅）、JR西日本（阪和線：3駅）、

南海電鉄（南海本線、南海高野線：計6駅）、阪堺電気

軌道（阪堺電軌阪堺線、阪堺電軌上町線：計11駅）の6

路線がいずれの路線も南北方向に走っている。区内のバ

ス路線は大阪市営バスが、地区内路線（3系統）、東西

方向の路線（3系統）、北方向の路線（4系統）を運行し

ており、停留所数は50となっている。 

 

(2) PT調査を用いた基礎分析と公共交通サービスの定

量化方法 

本研究では、2010年に実施された第5回近畿圏PT調査

の結果より、住吉区民の平日の買物トリップ及び通院ト

リップと各トリップに対応する個人属性のデータを用い

た。住吉区内の最小ゾーンである郵便番号ゾーン単位で、

人口属性や移動に関する困難、トリップ数の集計を行っ

た。集計には拡大係数を使用している。 

公共交通サービスレベルを判断するためのデータとし

て、鉄道の運行本数は「Yahoo!乗換案内」から、バス運

行本数は「大阪市交通局」から、鉄道駅とバス停の位置

情報は「国土数値情報」から入手した。 

対象都市内の郵便番号ゾーンを公共交通サービス利便

性によって分類する。各ゾーンの公共交通サービス利便

性を比較するための指標として、1 時間あたりの鉄道・

バス乗車機会数をゾーン面積あたりの値として求めた。

鉄道・バス乗車機会数は各ゾーンを通過する鉄道路線・

バス系統の 1時間あたりの運行本数に各ゾーン内の鉄道

駅・バス停数を掛けた値を鉄道・バス乗車機会数と定義

して、それをゾーン面積で除した。運行本数については、

鉄道・バスの鉄道路線・バス系統別に 7 時～22 時の運

行本数を集計し、15時間で除し、1時間あたりの運行本

数とした。鉄道には路面電車も含まれており、路線の営

業規模を考慮するために、PT 調査集計結果より各路線

の 1駅あたりの 1日の乗降客数の比（大阪市営地下鉄御

堂筋線を 1とする）を係数として掛けている。 

分類したゾーン別に居住者の年齢、要介護認定度、身

体障害の種類、移動に関する困難別に買物目的及び通院

目的のトリップ生成原単位（トリップ/人日）の集計を

行った。各郵便番号ゾーン内で移動困難者の人口比に大

きなばらつきはみられなかったため、居住ゾーンの公共

交通サービスの利便性による生成原単位の差を比較する

ことで、公共交通サービスを必要とする移動困難者の困

難の様態を把握する。 

 

(3) 通院目的交通行動実態調査 

平成 25 年の 6 月から 7 月に住吉区内の病院や高齢

者・障害者福祉施設等への通院・通所者を対象とした調

査で、通院・通所目的の交通行動の把握のために、住吉

区が実施したものである。サンプル数は 1,117 で、回答

者の年齢は、60歳以上が全体の 86%で、うち 75歳以上

が 50%を占めている。。 

本研究では、1 日の PT 調査で捉えることの困難な外

出頻度や同伴者の有無、通院・通所先の病院や高齢者・

障害者福祉施設の規模を把握するために用いた。医療・

福祉施設は病院（病床数 20以上）、診療所（病床数 19

以下）、福祉施設の 3つに分類している。通院・通所の

目的地として回答数が 10 以上得られた施設（病院：全

9施設中 6施設、診療所：全 157施設中 26施設、福祉施

設：7 施設）を対象として、通院・通所者の OD を集計

した。また、移動距離として、地区内の移動を対象とし、

各地区の中心点から目的施設までの直線距離を算出した。 

 

(4) 買物目的交通行動実態調査 

a) 調査概要 

平成 27 年 1月に住吉区内のスーパー等の大規模小売

店の来店者に対して行った調査で、買物目的の交通行動

の実態を探ることを目的に、筆者らが実施したものであ

る。調査対象店舗は、住吉区内の大規模商業施設 9店舗

で、選定の際に所在地に偏りが出ないように留意した。

調査日時は平日の 11時～17時で、調査員が店舗の出入

り口付近に立ち、店舗来店者に直接ヒアリングを行った。 

買物目的の交通行動について通院目的交通行動実態調

査と同様の分析を行うために、ヒアリング項目は住吉区

が実施した通院目的交通行動実態調査と対応させており、

表-1 のようになっている。交通行動に関する項目は、

目的地別（住吉区内、隣接区、隣接区以外）でそれぞれ

尋ねている。 

 

表-1 ヒアリング項目 

区分 ヒアリング項目 

個人属性 性別、年齢、居住地、同居人数 

交通行動 頻度、交通手段、外出時刻、所要時間 

同伴者の有無、付加目的の有無 
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b) 調査結果 

有効サンプル数は 404であり、回答者の性別は男性が

13％、女性が 87％となっている。また、年齢は、60 歳

以上が全体の 60％（うち 70歳以上が 33％）を占めてお

り、高齢者が多い。 

買物頻度は、日常の近隣施設への買物は「ほとんど」

と「週 3 回以上」が 90％とほぼ毎日行われており、隣

接区内の施設にも週 1回から月 1回が約 6割であるのに

対して、区外には出かけない人が約半数、月 1回程度が

約 3割と少ない。買物時の移動手段については、区内で

の日常の買物では徒歩（3 割）と自転車（6 割）で 9 割、

隣接区の施設へは自転車と電車がそれぞれ 3割程度で、

自動車の利用も 2割程度あり、区外へはほとんどが電車

となっている。このうち、バスの利用に着目してみると、

隣接区への買物に最もよく利用されているが 1割弱で、

区外への買物にも 1割程度は利用されている。 
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図-1 区内外への買物頻度 
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図-2 区内外への買物での交通手段 

 

3. 分析結果 

 

(1) PT調査 

鉄道・バス乗車機会数の指標より、住吉区内の郵便番

号ゾーンを、鉄道利便性の高いゾーン①（全 10 ゾー

ン）、ゾーン①以外でバス利便性の高いゾーン②（全 6

ゾーン）とその他のゾーン③（全 13 ゾーン）の 3つの

ゾーンに分類した。3 つのゾーン毎のトリップ生成原単

位と代表交通手段の内訳を集計結果を以下に示す。 

買物目的の生成原単位をみてみると、要介護認定者は

ゾーン①とゾーン②、障害者手帳保有者と移動に関する

困難がある人はゾーン①で生成原単位下がっており、公

共交通の利用はほとんどみられない。また、通院目的の

生成原単位を区民全体と比較すると、いずれの項目も大

きく、特に障害者手帳保有者のゾーン②において最も大

きくなっている。また、いずれの項目においてもゾーン

②においてバスの分担率が高くなっている。 
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図-3 ゾーン別買物目的の代表交通手段 
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図-4 ゾーン別通院目的の代表交通手段 

 

(2) 交通行動実態調査 

a) 病院・診療所への移動 

図-5 と図-6 は、対象施設と通院・通所者の居住ゾー

ンの GIS上での中心点を線で結び、そのサンプル数を線

分の太さで示している。病院への移動は、区内北部の総

合病院に集中している。特に直通バスの通る南部からの

移動が多く、中心部からは目的施設が分散、北部からは

病院(通院)目的の移動が少なく、隣接区等への移動が想

定される。一方、診療所は各所に点在しており、移動は

近距離のものが多い。 
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図-5 病院への移動 

 

 

図-6 診療所への移動 

 

b) 各施設の比較と特徴 

各施設への移動の距離、手段および頻度を比較した結

果を図-7 から図-9 に示す。病院への頻度は低く（週 1

日未満～月 1日の頻度での通院が約 5割）、診療所への

頻度は高い（週 1日以上の頻度での通院が約 5割）。ま

た、病院は移動距離が長く、バス利用が多いのに対して、

診療所は移動距離が短く、徒歩・自転車が多い。福祉施

設については、本分析で対象とした施設数は 7施設と少

ないが、通所頻度は高く（週 2-3回以上で 6割）、移動

距離も比較的長いが、7 割以上が送迎サービスを利用し

ている。 

 

 

図-7 施設別の移動距離 

 

 

図-8 施設別の交通手段 

 

 

図-9 施設別の移動頻度 

 

4. 本研究のまとめと今後の課題 

 

都市部において、スーパーや診療所のような日常的に

利用する施設への移動は、居住ゾーンの公共交通サービ

ス利便性にかかわらず、徒歩・自転車で可能である。そ

の一方で、病院や非日用品の買物では、移動距離が長く

なり、公共交通を必要とする人が増加し、特に移動困難

者の通院目的の交通行動に対して、居住ゾーンのバス交

通サービスの利便性が影響していることがわかった。今

回の結果を踏まえて詳細な分析を行い、公共交通サービ

スを必要とする個人の困難の程度や移動距離等を明確に

することが今後の課題となる。 
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